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REDD-plus 政策における地域性の重要性
―タンザニアを事例として

福嶋　崇

1．背景

　産業革命以降の工業などの発展に伴う温室効果ガス（GHG：Greenhouse 

Gas）1）排出量の増加は、地球温暖化、海水面上昇、異常気象の増加といっ

た「気候変動（Climate Change）」問題を引き起こしてきた。この解決のた

め、1992 年に「気候変動枠組み条約（UNFCCC）」、1997 年に「京都議定

書」が、それぞれ採択された。京都議定書は先進各国に GHG 削減目標を課

すもので、まずは 2008-2012 年の 5 年間を第一約束期間とし、先進国全体で

1990 年比約 5.2％の削減目標が定められた。現在は 2013-2020 年の 8 年間を

第二約束期間としてさらなる取り組みが進められている。

　しかし、京都議定書の第二約束期間においては、主要先進国としては米

国、ロシア、日本、カナダなどが参加しておらず 2）、また 2010 年度にはそ

れぞれ国別 GHG 排出量で世界第 1 位、第 3 位になった中国、インド 3）をは

じめとする途上国が GHG 削減義務を負っていない。こうしたことから、京

都議定書の実効性、そして安直な京都議定書の継続には疑問符が付けられて

いる。そこで、各国は京都議定書に変わる新しい GHG 削減のための枠組み

作りを検討し（いわゆる「ポスト京都」）、2020 年の開始を目処として現在

国際交渉が進められている。

　この新たな枠組みにおいて、GHG 削減政策として導入が検討されている

のが、本稿の対象とする「REDD-Plus」政策である。

　まず、REDD-plus 政策は「森林減少・森林劣化からの排出削減（REDD：
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Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation）」として 2005 年

の第 11 回・気候変動枠組み条約・締約国会議（COP11）においてパプア

ニューギニア・コスタリカより提案された。当初は「Avoided Deforestation」

と呼ばれていたが、この用語は国立公園の設立や保護区の設定などの意味で

用いられることが多く、より包括的な用語として REDD と呼ばれるように

なった 4）。

　REDD は森林減少、森林劣化を防止することで排出されるはずだった CO2

を削減する、という取り組みである（図 1）。森林の減少・劣化に対し何ら

施策を講じなかった場合の参照シナリオにおける排出量をベースライン 5）

とし、施策を講じたことによって減少する実際の排出量との差分を「排出削

減量」として評価する仕組みである。

　森林減少は京都議定書・第 3 条 3 項に規定があり、その定義は「森林であ

る土地を、直接人為的に非森林の土地に転換すること」である。一方、森林

劣化については京都議定書には規定がない。「森林の生産物や生態系サービ

排出量

参照シナリオにおける排出量
（ベースライン）

排出削減量

実際の排出量

開始時点 時間

図 1：REDD の仕組み
（出典）筆者作成。
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スを提供する能力を低下させる、森林の構造もしくは機能に悪影響を及ぼす

変化」6）、「伐採または他の原因でのバイオマス除去による部分的なバイオ

マスの喪失」7）などと定義される。森林の質の低下を意味するものであるた

め何をもって森林劣化とするかの判断が難しく、森林劣化の定義に関する国

際合意はまだ確立されていない。

　この REDD であるが、その後の議論において、「REDD-plus」としてその

対象を森林減少、森林劣化のみならず、2007 年の COP13 で採択された「バ

リ行動計画」で挙げられた森林保全、森林の持続的経営、森林の炭素ストッ

クの強化に拡張することが検討されるようになった（それぞれの活動に関

する定義はまだなされていない）8）。2009 年の COP15 における成果として

採択されたコペンハーゲン合意の時点から REDD-plus の用語が COP の決定

文書においても登場している。2010 年の COP16 で採択されたカンクン合

意では REDD-plus の対象活動を上記の 5 つとすることが決定され、近年は

REDD-plus として議論されるようになってきている。以上を踏まえ、本稿で

は「REDD-plus」の用語を用いて以降の議論を進める。

　REDD-plus は「土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF：Land Use, 

Land Use Change and Forestry）」に関する活動である。京都議定書の第一約

束期間において、LULUCF 関連活動として GHG 削減政策として認められ

ていたのは「吸収源クリーン開発メカニズム（CDM：Clean Development 

Mechanism）」政策であった。

　CDM とは、京都議定書・第 12 条に規定があり、先進国が途上国で GHG

排出削減などの事業を実施し、その結果生じた削減量に応じて発行される

クレジットを参加者間で分け合う制度である。このうち、吸収源 CDM は

CDM の現在 15 あるスコープの 1 つで、途上国における新規植林（過去 50

年間森林でなかった土地への植林）、再植林（1990 年及びプロジェクト開始

時点において森林でなかった土地への植林）を対象とする。吸収源 CDM の

運用ルールや手続きについては、主に 2003 年、2004 年に決定された。

　吸収源 CDM は GHG 削減策として非永続性（森林がいずれは消滅して
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CO2 を排出すること）や不確実性（森林の成長、CO2 の吸収量を正確に予測

できないこと）、長期性（森林の成長には長期間を要すること）といった特

徴をもつ 9）。このことから、吸収源 CDM は他の CDM とは異なる独自のルー

ルが設定され、例えばクレジットは期限付きのものとなり、通常より長いク

レジット発生期間が設定された。

　しかしながら、CDM の全登録事業数は 7,240 件ある一方で、吸収源 CDM

については 46 件（0.64％）にとどまっている（2013 年 9 月 17 日現在）10）。

吸収源 CDM 政策には、ルールが煩雑、採算性が低い、政府の支援体制が不

十分、途上国側の優先順位の低さ、関係アクター間のネットワークの構築が

不十分、といった問題点があることから、「現行ルールにおける推進の限界」

という現状を露呈している 11）。

　REDD-plus はその対象活動を森林減少、森林劣化から森林保全、森林の持

続的経営、森林の炭素ストックの強化に拡張することが決定されたが、各

活動の詳細はまだ十分に明らかになっていない。しかし、この考え方がそ

のまま適用された場合、吸収源 CDM の対象となっている新規植林や再植林

活動もが REDD-plus に含まれる可能性が高まる。少なくとも REDD-plus は、

同じ LULUCF 分野の活動として、吸収源 CDM の対象を発展的に拡大した

ものととらえることが出来るため、その制度設計や推進にあたっては収源

CDM の経験や教訓に学ぶべきとの指摘がよくなされている。

　1970-2004 年の間に「土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）」分

野からの GHG 排出量は約 40% 増加し、2004 年の世界全体の GHG 排出量

49.0Gt-CO2 のうち 17.4% は森林減少由来のものとされる 12）。いずれも地球

環境問題である気候変動・森林減少問題は、将来にわたって人類の生存を脅

かす可能性の高い、一刻も早く対応すべき課題としてあらゆる手段、あらゆ

るアプローチを通じた解決が求められる。

　一方、京都議定書は第一約束期間（2008-12 年の 5 年間）において先進各

国に 1990 年比で約 5.2％の GHG 削減目標を課すものであったが、地球レベ

ルの GHG 濃度の安定化のためには 2020 年までに 25-40％、2050 年までに
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80％の排出削減が必要と指摘されている。

　中長期レベルで GHG 削減のオプションをますます拡大していくことが必

要不可欠な中で、本稿で研究対象とする REDD-plus ならびに吸収源 CDM の

両政策は気候変動・森林減少の両問題の解決に資する政策として期待されて

いる。現在制度設計中の REDD-plus 政策（ならびに現行ルールにおける推

進の限界を露呈している吸収源 CDM）の推進は 2013 年以降の気候変動、森

林減少防止への取り組みにおいても不可欠であり、その方向性を探る研究が

求められている。

2．目的・方法

　REDD-plus は、新規植林、再植林による吸収量増大を目指す吸収源 CDM

とは異なり、森林減少、森林劣化を防止することで排出されるはずだった

CO2 を削減する、という取り組みである。アプローチの他にも吸収源 CDM

と REDD-plus では様々な点において異なっている。その 1 つが事業規模

である。吸収源 CDM では事業ベースとなるのに対し、REDD-plus ではナ

ショナルベース、サブナショナルベースとなることが想定されている 13）, 14）。

このため、事業者は吸収源 CDM では主に企業、NGO となるのに対し、

REDD-plus では主に国家レベルのアクターになると考えられている。

　REDD-plus は（サブ）ナショナルベースのアプローチをとるため、事業

ベースのアプローチをとる吸収源 CDM と比しても事業規模、資金規模と

もに大規模になることが予想される 15）。このため、先進国・途上国双方の

期待が高く、COP などの国際交渉において交渉の優先順位も高い。一方で、

各国の関心を反映し、議論は主にベースラインの設定方法、排出削減量の

測定方法、モニタリング方法といった技術面、または排出削減によるイン

センティブメカニズムの形態といった資金面に集中し（詳細は後述）、現在

の国際交渉において社会面への関心は低く抑えられがちである。しかし、過

去の多くの森林政策・事業が失敗に終わってきたのはまさにこの社会面の軽
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視（社会的弱者である地域住民の締め出し、黙殺など）によるところが大き

い 16）。

　このような観点から、本稿は REDD-plus の制度設計における課題につい

て、とりわけ社会面を重視し、REDD-plus 政策における地域性の重要性を明

らかにすることを目的とする。このため、本稿では、まずは文献調査や関係

者への聞き取り調査をもとに REDD-plus の現在の政策上の課題について概

観した上で、タンザニア北部のアルーシャ州を事例とする現地調査結果をも

とに分析・考察を加えていく。さらに、吸収源 CDM のアプローチは植林の

みだが、REDD-plus におけるアプローチは、植林はもちろんのこと、森林伐

採禁止措置の導入、森林火災や違法伐採防止、過放牧の禁止、薪炭材からの

エネルギーシフト、代替生計手段の創出、森林ガバナンスの改善・強化、法

制度の改善・施行、保護地区の設定など多様なアプローチが可能である。ま

た、ナショナルベースのアプローチをとるとしているが、地域ごとの森林減

少の実態、減少防止のための措置は異なるはずである。このことから、調査

を通じ、調査対象地における事業ポテンシャル、事業形態・アプローチにつ

いても同時に分析・考察する。

　研究方法は主に文献調査及びタンザニア現地調査による。タンザニアでの

現地調査は 2010 年 8 月、2011 年 8 月、2012 年 8 月、2013 年 8 月（計 89 日間）

にダルエスサラーム、アルーシャ州にて実施し、調査の対象は主に政府関係

者（中央、地方）、地域住民であった。政府関係者については政策実施のた

めの体制整備状況、政策への期待など、地域住民については当該地における

森林減少要因、植林慣行、木材利用状況など、に関しそれぞれ調査を行っ

た。アルーシャ州では、政府関係者との協議などを通じギレシ（N’Giresi）

村、エケニィワ（Ekenywa）村、サキラ（Sakila）村を調査対象村落として

選定し（図 2）、質問票を用いた半構造型インタビューを実施した（ギレシ

村では個々の住民への単独インタビュー、エケニィワ村、サキラ村ではグ

ループインタビューを実施した）。3 村はいずれもアルーシャ州アルーシャ

地区に属し、州の中心であるアルーシャ市から最も遠いサキラ村でも直線距
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離で 30km 以内である。質問票調査の対象者の年齢・性別構成は表 1 の通り

である。

　アルーシャ州はタンザニア北部に位置し、キリマンジャロ山（標高

（出典）筆者作成。

　 年齢 11-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-70 計 

ギレシ村
男 1 3 4 2 2 1 13

女 　 3 　 1 1 　 5

計 1 6 4 3 3 1 18

エケニィワ村 

男 　 1 1 2 1 1 6

女 　 3 1 1 　 　 5

計 　 4 2 3 1 1 11

サキラ村
男 　 　 3 1 1 2 7

女 　 1 1 　 　 　 2

計 　 1 4 1 1 2 9

（出典）筆者作成。

表 1：調査対象者の年齢別・性別割合

図 2：調査対象地（ダルエスサラーム・アルーシャ州）の位置

Dar Es Salaam

Arusha

Sakila

N’Giresi

Ekenywa

Arusha Region
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5,895m）、メルー山（標高 4,565m）の近隣ないし麓に位置し、タンザニア第

3 の都市であるアルーシャ市はもちろんのこと、官公庁が集中し事実上の首

都であるダルエスサラーム、首都であるドドマなどへの水源地としてとりわ

け重要な地域である。しかし、市街地の急速な発展や農地の粗放的な拡大な

どにより、水源涵養林を始め天然林の急速な減少が起こっており、森林減少

のための対策が不可欠な地域である。

3．タンザニアの森林減少

　森林は世界の陸地面積の 13％、4,033 百万 ha を占め 17）、生物多様性保全、

地球環境保全（炭素固定を含む）、土砂災害防止・土壌保全、水源涵養、快

適環境形成、保健・レクリエーション、文化、物質生産（木材生産を含む）

といった多面的機能を有する重要な資源である 18）。

　しかし一方で、人口増加や貧困を背景に、農地や居住地への転換、木材需

要の増加にともなう過剰伐採、違法伐採、森林火災、焼畑、過放牧などのさ

まざまな要因が相互に関連しあった結果 19）、森林は世界中で減少している

（2000-2010 年に世界全体で 5.2 百万 ha 減少）（表 2）。

　森林は世界全体で 2.4 ± 0.4 × 109Ct の炭素を固定していると推計され

ているが、上記の森林減少の結果、1990-2007 年に熱帯地域で 1.3 ± 0.7 ×

109Ct/ 年の炭素を毎年放出している（熱帯林の森林破壊により 2.9 ± 0.5 ×

109Ct/ 年ずつ放出し、一方で再生により 1.6 ± 0.5 × 109Ct/ 年ずつ固定）20）。

　とりわけ途上国では森林保全の取り組みに対する優先度が低い。この理由

として、途上国の開発指向の強さ、森林保全インセンティブの低さ、ガバナ

ンスの弱さ（人員・予算の不十分さ、キャパシティの低さ）などが指摘でき

る 21）。加えて、途上国にとって木材の販売収益は政府の重要な財源となっ

ていたり、また一部エリートにとっての汚職の温床となっていることが挙げ

られ、違法伐採では政府高官が首謀者になっているケースすらある 22）。

　このような様々な要因が作用した結果、タンザニアは 2000-2010 年の森林
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　 国数
2010 年の
森林面積
（千 ha）

2010 年の
森林被覆率

（％）

2000-2010 年の森林変化
面積変化

（千 ha/ 年）
変化率
（％）

アフリカ 57 674,419 23 -3,414 -0.49

アジア 48 592,512 19 2,235 0.39

ヨーロッパ 50 1,005,001 45 676 0.07

北・中央アメリカ 39 705,393 33 -10 -0.00

南アメリカ 14 864,351 49 -3,997 -0.45

オセアニア 25 191,384 23 -700 -0.36

世界 233 4,033,060 31 -5,211 -0.13

表 2：世界各地の 2010 年の森林面積および 2000-2010 年の森林変化

（出典）［FAO 2010］より筆者作成。

国名
2000-2010 年の森林変化

面積変化
（千 ha/ 年）

変化率
（％）

ブラジル -2,642 -0.49

オーストラリア -562 -0.37

インドネシア -498 -0.51

ナイジェリア -410 -3.67

タンザニア -403 -1.13

ジンバブエ -327 -1.88

コンゴ民主共和国 -310 -0.2

ミャンマー -310 -0.93

ボリビア -290 -0.49

ベネズエラ -288 -0.6

表 3：森林減少面積・上位 10 カ国における 2000-2010 年の森林変化

（出典）［FAO 2010］より筆者作成。
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減少面積が世界第 5 位となっている（表 3）。タンザニア政府によると、森

林減少の要因として特に指摘されるのは農地の拡大、コントロール不可能

な森林火災、局所的な過放牧、違法な鉱業採掘・木炭生産などであった 23）。

タンザニアは人間開発指数（HDI）が 0.476（186 カ国中 152 位）24）の最貧

国の 1 つであり、資金・人員の不足などから十分に森林減少対策が講じられ

ていない。

4．REDD-plus の制度設計上の様々な課題

　REDD-plus は現在制度設計中であることから、モニタリング方法や資金メ

カニズム、地域住民との協働のあり方など技術面、資金面、社会面に関する

数多くの検討課題がある 25）。ここでは、代表的なものとしていくつかを紹

介する。

　例えば、ベースラインの設定である。歴史的アプローチとして、過去の森

林減少率に基づいてベースラインを設定するとのアプローチが主に検討され

ているが、この場合、森林政策を積極的に実施し、植林や森林減少防止活動

を行ってきたような国は REDD-plus による追加的なメリットを大きく得る

ことができなくなる。政治力や経済力の不足などで直近に大規模な森林破壊

が起こった国であればあるほど REDD-plus から利益を得られる仕組みとな

る懸念があり、何らかの配慮が必要である。

　次に、資金面である。REDD-plus を CDM のようにクレジット方式にする

のか、それとも基金方式にするのか、という問題である。吸収源 CDM はプ

ロジェクトベースでの取り組みであるのに対し、REDD-plus はナショナル

ベース、サブナショナルベースとより広範囲の取り組みとして想定されてい

る。このため、クレジット方式にし、かつ利用に上限を設けなかった場合に

は REDD-plus 由来のクレジットが大量に発生し、「抜け穴」として国内対策

や他の CDM を駆逐してしまう懸念がある。クレジット方式にした場合、そ

のクレジットを吸収源 CDM のように期限付きのものとするかも検討される
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べき課題である。

　また、ナショナルベース、サブナショナルベースと広範囲での実施である

ことから、モニタリングやリーケッジ 26）、社会経済影響なども問題となる。

モニタリングについては吸収源 CDM と比してより大規模に事業展開するこ

とからリモートセンシング 27）などの技術を用いて行うことが想定されてい

る。こうしたモニタリングシステムは途上国、さらに REDD-plus の対象地

となるような農村部においてはなお未整備であり、かつ高価になることが懸

念される。リーケッジについては、REDD-plus によりプロジェクト境界を定

めて森林減少対策を実施した場合でも、その土地から住民が外に移転しこれ

までと同様の森林減少に繋がる行為を継続する、という懸念である 28）。ま

た、大規模な事業展開になればなるほど個々の住民に目が行き届かなくな

り、結果として社会的弱者である住民が悪影響ばかりを被る、という懸念も

ある。

5．タンザニア調査結果

5.1　ダルエスサラーム調査結果（政府関係者）

　タンザニア政府は、主に以下の 2 点により REDD-plus 政策に大きな期待

を寄せている。

　1 点目は 2000-10 年における森林減少面積が世界第 5 位でありながら（表

3 を参照）、減少防止のための有効な政策を導入・実施できていないことで

あり、2 点目はアフリカ全体に顕著に見られる状況であるが、第一約束期間

において CDM を始めとして気候変動政策によるインセンティブをほとんど

得られなかったことである。第一約束期間における CDM 案件は特に中国・

インド・ブラジルといった国に集中し 29）、これらの国だけで全体の案件数

の約 75％を占めている（図 3）。これに対し、タンザニアは 2007 年 6 月登録

の廃棄物処理事業（投資国イタリア）、2012 年 11 月登録の小規模・バイオ

マスエネルギー生産事業（投資国オランダ）の 2 件のみであった（この他に
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登録待ちの審査中の案件として、小規模・水力発電事業（投資国スウェーデ

ン）が 1 件ある）。このため、タンザニア政府の REDD-plus に対する期待は

高く、制度設計、実施においては第一約束期間における CDM で見られたよ

うな地域的な不均衡が解消されることを強く求めていた。

　REDD-plus では 2010 年の COP16 での決定により、国毎の発展段階に応じ

た実施を目指し 3 段階からなるフェーズド・アプローチ（図 4）を採用する

こととなった。

図 3：CDM 登録数の国別割合

（出典）UNFCCC・ウェブサイトの情報を参照して筆者作成。
※数値は 2013 年 8 月 31 日現在のもの（全登録事業数は 7,217 件）。

図 4：REDD-plus におけるフェーズド・アプローチ

（出典）筆者作成。

＜第 1 フェーズ＞
準備段階

（Readiness）
・国家レベルの戦略策定 
・データの収集 
・キャパビル 
・MRV システムの構築

＜第 2 フェーズ＞
実施段階

（Implementation）
・政策 / 戦略の実施 
・実証活動の実施

＜第 3 フェーズ＞
完全実施段階

（Full Implementation）
・排出削減活動に対する
インセンティブの獲得

中国, 51.25%

インド, 19.15%

ブラジル, 4.20%

ベトナム, 3.39%

メキシコ, 2.54%
その他, 19.47%
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　この第 1 フェーズ・準備段階における体制整備のため、タンザニアでは現

在 UN-REDD プログラム、ノルウェー・タンザニア・イニシアティブの 2 つ

のプログラムが実施されている。

　UN-REDD プログラムは、2008 年に FAO、UNDP、UNEP による運営によっ

て開始された。プログラムは当初 9 カ国を対象として開始されたが、タン

ザニアはそのうちの 1 つに選定された。プログラムの目的は「各国の REDD

プロセスのサポート」ならびに「関係アクターの参加の促進」であり、活動

内容としては、モニタリングシステムの構築、国家REDD戦略策定のサポー

ト、関係アクター間・関係セクター間の協働の促進などを中心とした「キャ

パシティ・ビルディングへの寄与」が掲げられている 30）。

　二国間のサポートとしては主にノルウェーによるものがあり、ノルウェー

はタンザニアへの気候変動関連の開発援助においてはとりわけ REDD-plus

へのサポートを重点的に実施している。ノルウェー・タンザニア・イニシア

ティブを通じたプログラム・活動内容は以下の通りである（表 4）。

　サポートプログラム 期間 出資額 主な目的

REDD+ Policy Development 2009-13
NOK
40m

国家 REDD+ 戦略の開発、情
報の共有 

Climate Change Research,
Education and Training

2009-14
NOK
120m

気 候 変 動 関 連 の キ ャ パ シ
ティ・ビルディング 

Institutional Strengthening
for REDD+ Readiness

2010-14
NOK
110m

森林モニタリング、REDD 財
政メカニズム構築のサポート

Public, Private and
Community Climate Change
Demonstration Projects

2009-14
NOK
230m

9NGO に よ る REDD 試 験 事
業のサポート

UN-REDD 2009-11 NOK 25m UN-REDD プログラムの実施

（出典）［Royal Norwegian Embassy 2011、P.16］を参考に筆者作成。
※ 1 NOK （ノルウェー・クローネ）= 16.74 円（2013 年 9 月 21 日現在）

表 4：ノルウェー・タンザニア・イニシアティブのプログラム・活動内容
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　両プログラムを通じ、REDD-plus に関する国家戦略の策定、関係アクター

の特定、実施体制、ベースラインなどを含むデータ、関連法案の整備、など

が行われており、タンザニア政府関係者の間でも REDD-plus に関する理解

が共有されてきている。これらの活動の結果、National REDD Task Force が

設置されるなどした。

　しかし一方で、今後の活動の展開や実際の REDD-plus の実施には、ベー

スライン設定などのための森林データの不足、政府の能力や経験の不足と

いったタンザニアを含む途上国ならではの問題が大きく立ちはだかる 31）。

また、いずれの活動も中央政府レベルに留まっており、地方レベルではポテ

ンシャル調査なども行われておらず、情報共有などを目的とした数回のワー

クショップが開催されたのみであった。

5.2　アルーシャ州調査結果（地域住民）

　続いて、アルーシャ州の地方政府ならびに村落における現地調査結果を示

す。

　まずは森林利用状況、過去の森林減少経験について調査した結果を調査対

象の 3 村をまとめて示す。

　調査対象の 3 つの村において、ほとんどの地域住民は家庭用燃料（特に食

事の準備のため）として 1 日 3 回薪木を使用しており、建築材、薬の採取、

木材販売収入など、周囲の森林に大きく依存して生活していることが分かっ

た（表 5、6）。
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　続いて、過去の森林減少経験であるが、いずれの村も過去に森林減少を経

験していた。その原因について調査を行った結果が表 7 である。

　過去の森林減少の原因として、薪の需要拡大に伴う過剰伐採、違法伐採

（無許可、もしくは伐採禁止エリアでの伐採）、販売収益獲得のための木材の

　 ギレシ エケニィワ サキラ 

薪炭材 18 1 1

建築・家具用材 16 1 1

伝統的な薬 8 　 1

環境保全 ( 空気、土壌 ) 4 1 1

家畜用の飼料 4 1 　 

水源 4 　 1

食料（果樹） 2 1 　 

養蜂 2 　 1

その他 10 1 1

　 ギレシ エケニィワ サキラ 

1 日 3 回 16 1 1

週 2 回 1 1 　
週 4 回 1 　 　

表 5：アルーシャ州の森林利用状況

（出典）調査結果をもとに筆者作成。
※自由、複数回答。
※エケニィワ村、サキラ村での調査はグループ調査のため、回答があった項目に
ついてまとめて「1 人」として示す。

表 6：アルーシャ州の薪木利用頻度

（出典）調査結果をもとに筆者作成。
※エケニィワ村、サキラ村での調査はグループ調査のため、回答があった項目に
ついてまとめて「1 人」として示す。
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過剰伐採、人口の拡大に伴う居住地及び農地の拡大、森林火災（主にメルー

山、キリマンジャロ山の麓での養蜂、ならびに粗放的な焼畑に起因）、など

があげられていた。また、ギレシなど一部の村では過去の援助経験から植林

慣行が根付いているものの（後述）、大半の村では伐採後の補植は行われて

いない。

　タンザニア政府は “Cut 1, Plant More” のスローガンのもと、特にアルー

シャ州では同地域内のオルモトニ地域森林オフィス（林業試験場、林業試

験学校などを併設）などが中心となり、個々の住民に対して年に 2 回、5-10

本の苗木を無料配布して植林を奨励するなどしている。オルモトニ地域森林

オフィスの活動としては、政府による植林事業（国有地 32）における、建築

材をはじめとする用材獲得のための産業造林。500ha/ 年の規模で実施）の実

施・運営、大規模なナーサリーの運営、苗木の供給、人材の育成、林業技術

の指導などである。

　しかし、国有地における 500ha/ 年の産業造林を除くと、先述の通り伐採

　 ギレシ エケニィワ サキラ 

農地・居住地の拡大 6 1 1

違法伐採 5 1 1

木材の過剰伐採 4 1 1

薪炭材などの過剰利用 4 1 　
森林火災 4 　 　

補植の不実施 2 1 1

過放牧 1 1 　 

干魃 1 　 　

表 7：アルーシャ州における過去の森林減少の原因

（出典）調査結果をもとに筆者作成。
※自由、複数回答。
※エケニィワ村、サキラ村での調査はグループ調査のため、回答があった項目に
ついてまとめて「1 人」として示す。
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後の補植や植林慣行は同地域の各村においては十分に根付いていなかった。

　また、政府による植林についても多くの批判がある。そもそも政府による

植林は、かつての無計画な大規模伐採による補植として行われているもので

ある。用材獲得のための産業造林であり、ユーカリなどの早生樹を中心とし

た外来種を中心に植林したため、住民は水源林への悪影響を指摘している

（ユーカリなどの産業造林に用いられる樹種は侵入性外来種に分類されるも

のが多いため、水源林など在来生態系への悪影響が大きい 33））。また、国有

地で行われる植林であることから一般の地域住民には木材の伐採や薪木の採

取が許可されておらず、住民にとってメリットは必ずしも大きくはない。

　続いて、各村について現在の森林の増減及びその原因・理由を中心に、特

徴的な調査結果を示す。その上で、各村における森林減少防止のためのアプ

ローチについて検討を加える。

5.2.1　エケニィワ村

　アルーシャ市北西部に位置する乾燥地であり、周囲はトウモロコシなど

を栽培する農地に囲まれ、村の周囲には森林は非常に少ない（写真 1）。村

から最も近い森林までは徒歩で約 2 時間を要する（すなわち、薪木の採集な

どには片道 2 時間かかるため、薪木を採集する役割を担う村の女性や子供に

とって日々の負担は大きい）。

　エケニィワ村における過去の森林減少の要因の 1 つは農地の拡大によるも

のだが、近年においても住民は森林が減少していると感じている。その最も

大きな理由は過放牧である。森林から遠く林業で生計を立てることは困難で

あり、乾燥地であるため農業収入についても限界がある。結果として、生計

獲得のためには放牧に頼らざるを得ない状況がある。

　このため、同地においては放牧の管理が森林の減少、劣化防止（とりわけ

後者）において重要なアプローチとなる。近年は家の敷地内で牛や羊などの

家畜を飼うようになり、かつてのような過放牧は減少しているとのことだ

が、依然として森林は減少・劣化している。
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　エケニィワ村の近隣には同地域の森林関連活動を主導し、大規模な苗畑を

持つオルモトニ地域森林オフィスがあり、先述のように政府による植林活動

を実施するなどしている。これらの政府関係組織の活動が村及び周囲の森林

の回復においては特に重要な意味を持つ。

5.2.2　サキラ村

　メルー山の麓、アルーシャ市東部に位置する。サファリの観光拠点である

アルーシャ市、キリマンジャロ登山の観光拠点であるモシ市の中間に位置す

る。アルーシャ国立公園に隣接し、ギレシ村・エケニィワ村よりもメルー山

に隣接しており、伐採が許可されていない 34）森林保護地区に隣接している

ため、森林との距離は 3 村の中で最も近い（写真 2）。

　サキラ村において、住民は森林が非常に速い速度で減少していると感じて

いる。同地域では適地としてキリマンジャロ・コーヒーの栽培が盛んであっ

たが、近年はコーヒーの国際的な価格が低迷し、また干魃の影響により収穫

写真 1：エケニィワ村の様子

（出典）筆者撮影。
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量が減少している。これに伴い、生計維持のため農地のさらなる拡大と、農

業に次ぐ第 2 の生計獲得手段である木材の伐採が加速している。サキラ村に

おける木材伐採の加速の背景の 1 つには、サキラ村の近隣にある木材加工工

場の存在が大きい。工場には多くの村民が勤務しており、またアルーシャ市

ではますます人口が増加しているために建築用材ならびに薪炭材の需要が拡

大しており、サキラ村を含む近隣の住民の森林への依存度、木材の伐採圧は

ますます高まっている。

　特に木材加工工場を近隣に抱える同地域における森林減少防止のために

は、アルーシャ市を含む木材需要・供給のコントロール、伐採後の補植の徹

底、などのアプローチが考えられる。コーヒー価格の低迷は国際市場に由来

するものであるため地方レベルでは（タンザニアの経済力では政府レベルで

も）コントロールが難しく、農業・林業に代わる代替生計手段の創出、と

いったアプローチも必要となろう。

（出典）筆者撮影。

写真 2：サキラ村に隣接する森林の様子
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5.2.3　ギレシ村

　メルー山の麓、アルーシャ市北部に位置する。サキラ村と同様に、政府の

森林保護地区から近いこともあり、周囲には森林が豊富に存在する（写真

3）。

　エケニィワ村やサキラ村と異なり、ギレシ村では半数以上（18 名中 12 名）

の住民が近年は森林が減少していないと感じている。これは村では伐採後の

補植を徹底し、植林慣行が根付いていることが大きい。同村において植林慣

行が根付いていることには大きく 2 つの理由がある。

　理由の 1 つは、過去の援助経験に基づくものである。ギレシ村では、1991

年から数年にわたり、スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）やデンマー

ク国際開発援助庁（DANIDA）の援助を受けて、アルーシャ土壌保全・ア

グロフォレストリープログラム（SCAPA：Soil Conservation and Agroforest 

（出典）筆者撮影。

写真 3：ギレシ村の様子
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Programme in Arusha）が実施された（現在は終了）。これは土壌保全を目

的とするもので、その一環として植林（主に Pine や Grevillea などの外来

種による）や住民への環境教育がなされた。同時期には国際 NGO である

OXFAM International が村に対して援助を行い、環境関連活動における地

域住民のリーダー育成などの活動を行った。こうした活動を受けて、村は

2001 年に KUMO（Kikundi Cha Utuzaji Masingira Olgilai。スワヒリ語で「環

境配慮グループ」の意味）という住民組織を設立した。KUMO は、22 名の

メンバーの大半がギレシ村民により構成され、苗木を育て住民に安価で提供

すると共に、植林指導（植林技術や土壌保全などについて）を行うなどして

いる（ただし、苗木の販売収益を除くと基本的には無報酬のボランタリーな

活動である）。彼らの積極的な活動により、住民は提供された苗木により伐

採後の補植を行い、また植林に関する知識を獲得している。

　もう 1 つの理由は、タンザニアにおけるカルチュラル・ツーリズム・プロ

グラム（CTP：Cultural Tourism Programme）の先駆的かつ中心的事業地であ

ることである。タンザニアの CTP はオランダ開発機構（SNV）による支援

を受けて、タンザニア観光局（TTB）によって 1996 年に開始された。2013

年 8 月現在、タンザニア全国で 48 のプログラムが実施・展開されているが、

1996 年の開始当初は 3 事業のみであり、ギレシ村はそのうちの 1 つであっ

た。CTP では主に地域出身のガイドと共に村落内を歩き回り、村内の伝統

的な暮らしや文化を鑑賞する。観光客の支払う参加費の一部は開発支援費と

してプールされ、村の開発に役立てられることになる。ギレシ村は CTP の

先駆的事業であり、地域の中心かつ観光拠点であるアルーシャ市から車で

30 分程度とアクセスが良いこともあり、他のプログラムと比べても CTP 参

加者数、収入共に大きい 35）。すなわち、目に見える成果として住民への利

益も十分に還元されている。このため、CTP のアトラクションとして住民

が森林の重要性を認識しており、植林を通じた森林の維持に対する意識は高

い。
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6. 結論・考察

6.1　REDD-plus における地域性の重要性

　調査結果より、3 村における森林の減少（ギレシ村の場合は増加）状況は、

気候条件や地理的条件も含め、その原因についてもそれぞれに異なってお

り、また減少防止のためにとるべきアプローチも異なることが明らかになっ

た。乾燥地であるエケニィワ村では特に近年の過放牧により森林が減少して

おり、放牧の管理が重要である。国立公園・森林保護地区に隣接するサキラ

村ではコーヒー価格の低下や干魃に伴う木材伐採圧の高まりにより森林が減

少しており、これには近隣の木材加工工場の存在が大きく作用している。サ

キラ村での森林減少防止のためには、アルーシャ市を含む木材需要・供給の

コントロールや農業・林業に代わる代替生計手段の創出などが必要である。

一方、ギレシ村では過去に森林減少を経験したものの、過去の開発援助プロ

ジェクトや先駆的事業として実施・展開されている CTP プロジェクトの存

在により住民の環境に対する意識は高く、自ら環境保全のための住民グルー

プを組織し積極的に活動するなどしており、森林は回復している。先述の通

り、3 村はいずれもアルーシャ州アルーシャ地区に属し、アルーシャ市から

半径 30km 圏内に位置するにも関わらず、このような違いが生じている。

　REDD-plus はナショナルベース、サブナショナルベースのアプローチをと

るとされているが、ここでタンザニア政府が想定するサブナショナルとは州

レベルである。調査結果からも明らかになった通り、州内でも森林に関わる

状況は多様性があり、以上より REDD-plus における地域性の重要性が指摘

できる。このことから、国際交渉では軽視されがちな社会面への配慮の必要

性を含め、各国は REDD-plus 政策及び事業の実施、国家戦略の策定におい

ても十分に地域性を踏まえて行う必要がある。

　このように REDD-plus における地域性の重要性を指摘しなければならな

い背景の 1 つには、途上国における森林保全に関する議論が現在のところ気

候変動枠組み条約における REDD-plus に集約されているということが大き
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い 36）。すなわち、森林分野の専門家であればこれまでの知見・経験の蓄積

から十分に地域性の重要性について理解し、こうした理解に基づいて制度設

計を行うことが出来る。しかし、森林をターゲットとした森林条約の構築な

どは遅々として進まず、結果として森林に関して必ずしも十分な知識を持た

ない気候変動の分野で議論を進めざるを得ない状況にいる。

6.2　アルーシャ州のREDD-plus ポテンシャル

　ギレシ村のように一部の例外はあるものの、エケニィワ村・サキラ村で見

てきたようにアルーシャ州では全体的に森林減少が進んでおり、同地域は

REDD-plus のポテンシャルを十分に有することが明らかになった。一方、ギ

レシ村は KUMO などの住民組織を有し、伐採後の補植を徹底し、住民の環

境意識も高く、森林は減少していないという調査結果が得られた。このた

め、REDD、すなわち森林減少・劣化防止政策としての事業ポテンシャルは

小さいが、いわゆる「plus」の部分で、植林をさらに発展的に実施していく

ことでインセンティブを得ることが出来よう（インセンティブの多寡などに

ついては、plus の部分がどの程度認められるかという今後の議論に委ねられ

る）。また、同じ理由から、ギレシ村は、同地域で REDD-plus 事業を実施す

る際に地域住民側のリーダー役を担うことが出来るだろう。吸収源 CDM、

REDD-plus に限らず森林減少防止、森林保全の取り組みにおいては事業者と

地域住民の協働は不可欠であり、適切な協働体制の構築は事業の成功に大き

く寄与することが期待できる。同地区におけるパートナーシップの構築にお

いて、住民側のリーダーとなりうる存在がいる意義は大きい。

　こうした意味で、アルーシャ州の地方政府や政府機関の役割も欠かせな

い。“Cut 1, Plant More” のスローガンのもとで展開されている伐採後の補植

を徹底し、また政府による植林も外来種のみならず在来種を用い、環境・社

会に配慮した形へと変えていく必要があろう。タンザニアは 1990 年代より

参加型森林管理（PFM：Participatory Forest Management）を他のアフリカ諸

国に先駆けて国レベルで導入・展開してきた。同システムが REDD-plus に



144　　国際関係紀要　第 23 巻　第 1・2 合併号

適合的であるとして、これを REDD-plus に適用しようと検討している 37）。

森林減少・劣化防止のためには、約 20 年間にわたる PFM の経験・知見の活

用も重要である。同地域には森林について専門性を持つオルモトニ地域森林

オフィスがあり、オルモトニを中心とした政府組織の役割は事業の成功、森

林減少・劣化の防止においてますます重要なものとなろう。

6.3　REDD-plus の制度設計に向けて－吸収源CDMの教訓から

　最後に、REDD-plus の制度設計に向けて、第一約束期間における吸収源

CDM の知見・経験、反省を踏まえて考察を加えたい。

　次期枠組み（ポスト京都）において導入が検討されている REDD-plus で

あるが、事業・資金規模の大きさ、今後の中長期 GHG 削減目標達成の一助、

などの理由から先進国・途上国双方からの期待が高く、交渉の優先順位が

低かった吸収源 CDM と比して、REDD-plus の交渉の優先順位は常に上位に

挙げられている 38）。また、REDD-plus は次期枠組みの交渉がなかなか進ま

ない中での突破口の 1 つとして期待されている部分もあり、この点も吸収源

CDM とは大きく異なる点である。

　新規植林、再植林のみに制限された吸収源 CDM に対し、対象を森林減

少、森林劣化からさらに拡大する REDD-plus の導入は大きな意味を持つも

のであり、かつ先進国・途上国の双方からの期待も高いことは特筆すべきで

ある。しかし一方で、専門性、複雑性の高さについては吸収源 CDM を含む

吸収源分野と変わるものではない 39）。とりわけ、吸収源 CDM の導入過程に

おいて指摘された計測の困難さ、先住民グループの土地の権利やニーズへの

侵害、といった問題は REDD-plus においてはなお大きくなる懸念がある。

　現在、ポスト京都のための新たな枠組みは 2020 年の開始を目指し、

REDD-plus を含む政策オプションに関する構築は 2015 年末を目指して国際

交渉が行われている。この先の国際交渉では議論のドラスティックな進展が

予想されるが、急速な制度設計は数多くの問題点が未解決なままに政策の形

成・実施へと進行する懸念をはらむ。各国の関心が技術面や資金面に集中し
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がちな中で、環境面、経済面のみならず社会面についても等しく配慮し、い

ずれの面においても持続可能な政策とすべく REDD-plus 政策に関する制度

設計は慎重に行わなければならない。
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The Importance of Regionality in REDD-plus Policy
— Case Study in Tanzania

Takashi Fukushima

Recently, REDD-plus policy (Reducing Emissions from Deforestation and 

Forest Degradation, and Enhancing Forest Carbon Stocks in developing countries) 

has been a focus of attention. This is one of the climate policies to reduce 

Greenhouse Gas emission by avoiding deforestation and forest degradation. REDD-

plus is now under the institutional building stage and will be included in the new 

climate framework (post-Kyoto).

As the project and fund scale will be large (on (sub-)national level), both 

developed and developing countries have high expectations for REDD-plus. In 

a reflection of countries’ interest, the international discussion mainly focuses on 

technical and economic aspects (i.e. monitoring system, incentive mechanism and 

baseline), but the social aspect is relatively low focused. Therefore, the material of 

this paper is to show the importance of regionality in REDD-plus from case studies 

in Arusha State, Northern Tanzania. This paper also shows the project potential and 

the appropriate project style or the approach of research field.

Tanzania has high expectation for REDD-plus, because it is a country that has 

suffered from high deforestation (worst fifth in the world) and has only two CDM 

projects. It has two REDD-plus programmes for capacity building (UN-REDD 

programme and Norway — Tanzania Initiative), but there are still many problems 

such as inadequate forest data sets, inadequate government capacity, and insufficient 

experience.

The research results in three villages of Arusha State are as follows:



REDD-plus 政策における地域性の重要性　　153

  ・ Local people in three villages daily depend on the forest for firewood, timber 

for building, local medicine, and so on.

  ・ All three villages have past experiences of deforestation, mainly because of 

the expansion of settlement and plantation (by population growth), illegal 

logging, overuse of firewood and timber, and overgrazing. However, they have 

no custom of replanting after cutting trees.

  ・ Ekenywa Village: It is in a dry area and they need two hours to reach the 

nearest forest. Forest is decreasing mainly because of overgrazing.

  ・ Sakila Village: It is very close to the natural forest, but the forest is decreasing 

at a terrific speed because of the high demand for timber. The reasons for 

the high demand are as follows: Farming has been slowed down by the long 

drought and the fall of international coffee prices. There is also a timber plant 

near the village.

  ・ N’Giresi Village: Many villagers feel that deforestation doesn’t happen, as 

they have the custom of replanting and forest conservation. There are two 

reasons: The first reason is that they had the soil conservation project funded 

by foreign donors in the 1990s, and they organized a local group for forest 

conservation based on these activities and experiences. The second reason is 

that they have many tourists of Cultural Tourism Programme, and villagers 

recognize the importance of the forest as a tourism attraction.

Even in the same district of the same state, there are many differences in forest 

conditions and in the causes of deforestation. In conclusion, it is important to take 

care of regionality in institutional design of REDD-plus policy. In that respect, this 

paper can show the REDD-plus potential of Arusha State.
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